さんだチャレンジショップ応援事業補助金等交付申込書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日　
　三田市長　　　　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（申請者）　住所又は所在地
　　　　　　〒　　　－　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
団体名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名又は代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
（担当者）　氏     名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
Email　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 
　下記のとおり、補助金等の交付について申し込みたいので、さんだチャレンジショップ応援事業補助金交付要綱第７条の規定により提出します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　補助金等の名称　さんだチャレンジショップ応援事業補助金
２　補助事業等の目的　
３　補助事業等の内容　
４　補助金等の交付申込額　　　　金　　　　　　　　　　円也
５　添付書類
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①　事業計画書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②　対象経費が確認できる書類
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③　開業届出書又は履歴事項全部証明書の写し
（申込の日前に起業している場合に限る。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④　そ　の　他

誓　約　書

さんだチャレンジショップ応援事業補助金の申込にあたり、次のとおり誓約します。

・さんだチャレンジショップ応援事業補助金補助金交付要綱、その他関係規則等の内容を確認し、全ての申請要件を満たしているとともに、申請書類及び添付書類の内容に虚偽や不正等はありません。
・申込日前１年以内に三田市内で起業している、又は、申込日以後申込日の属する年度内に三田市内で起業します。
（起業とは、事業を営んでいない個人が所得税法（昭和４０年法律第３３号）に規定する開業の届出により新たに事業を開始すること又は事業を営んでいない個人が新たに法人を設立し、事業を開始することをいう。）
・補助金の交付決定日（同日において起業していない場合は起業した日）から３年以上継続して事業を営む意思を有します。

・三田市から課税された税を滞納していません。

・私及び私が代表を務める法人に属する者は、三田市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規定する暴力団員密接関係者ではありません。
・これまでにこの要綱による補助金の交付決定は受けていません。
・本補助金に申請する事業は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）の対象となる営業の類に該当する事業、公序良俗に反する営業及び青少年の健全育成を阻害するおそれのある営業の類に該当する事業ではありません。
・起業に当たり賃借するテナントの所有者（法人の場合にあってはその代表者）は、私及び私が代表を務める法人に属する者の３親等以内の親族又は生計を一にする者ではありません。

・本補助金に申請する事業において、国、県及び他の関係機関から重複して補助金の交付は受けていません。（他の補助金の交付を受ける場合、当該補助金の対象となる経費を控除して本事業の申請をしています。）

・偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたことが発覚した場合等には、補助金を返還します。
・この申請に関し、必要に応じて兵庫県その他関係機関に調査・照会を行うことについて同意します。
　年 月 日

三田市長 あて
申請者住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
申請者氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※法人の代表者又は個人事業者が自署してください。
（別記）
事業計画書
１  申込者
	住所
	　

	氏名
	　

	生年月日
	年　　月　　日　　（満　　　歳）

	連絡先
	TEL：　　　　　　　　　　　　FAX：

	
	携帯：

	
	メールアドレス：

	創業直前の職業
	□1会社役員
□2会社員

□3専業主婦・主夫
	□4ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ
□5学生

□6その他（　　　　　　）

	主な職歴
	　年　　月

　　　年　　月

　　　年　　月


２　実施形態・事業概要
	開業･法人等設立日

（予定日）
	年　　　月　　　日

	事業実施場所
（所在地）
	

	業種／名称又は屋号
	　　　　　　　　　　　　　　／

	事業形態
	□1個人事業
□2会　　社

（□2-1 株式会社、□2-2 合名会社、□2-3 合資会社、□2-4 合同会社）
□3組　　合

（□3-1 企業組合、□3-2 協業組合）
□4特定非営利活動法人
□5その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	事業に要する許認可・免許等（必要な場合のみ記載）
	許認可・免許等名称：

取得（見込み）時期：

	営業時間
	

	定休日
	

	従業員数
	正規従業員　　名
	臨時従業員　　名
	合計　　　　　　名

	事業目的・内容
（具体的な取扱商品・サービスなど）
	どのような業種業態の事業でどのような商品・サービスを提供するか


	事業の特徴・アピールポイント、競合他社との優位性
	商品・サービスのセールスポイント、特徴、新規性や独自性など既存の事業との違い、競合他社との違い


	主な顧客・ターゲット及び市場のニーズ・成長性等
	どのようなターゲットに対する事業か、需要に対して、既存の事業者では充足できないポイントは何か


	集客への工夫・取り組み
	集客・顧客獲得のための工夫、広告販促計画など



	協力者・経営資源
	継続的な事業実施のために活用できる内外の経営資源（ノウハウ等も含む）、仕入元や事業協力者について


	地域活性化の取り組み
	事業を通してどのように地域に貢献したいか



３　必要な資金の調達方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	必要な資金
	金額
	調達の方法
	金額

	設備資金
	
	
	自己資金
	

	
	
	
	家族、友人等からの借入（内訳）
	

	
	
	
	補助金
	

	運転資金
	
	
	金融機関等からの借入
（内訳）
	

	
	
	
	その他（内訳）
	

	合　　　計
	
	合　　　計
	


４　起業後の収支見通し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	項目
	1年目
	2年目
	3年目

	売上高①
	
	
	

	売上原価(仕入高)②
	
	
	

	売上総利益③(①－②)
	
	
	

	経
費
	人件費
	
	
	

	
	
	うち事業主分
	
	
	

	
	賃　料
	
	
	

	
	支払利息
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	
	合計④
	
	
	

	営業利益(③－④)
	
	
	

	積算根拠
（売上高、売上原価（仕入高）、経費の算定根拠）
※別紙添付可
	
	
	


この他参考となる資料があれば添付すること。
------------------------------------------------------------------------------------------


市処理欄�
本人確認　□顔写真付公的証明書　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）�
�
�
確認担当者　所属：　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名：�
�
�









